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【業務評価】

62,471人件費を含む総事業費（千円）　Ａ＋Ｂ

  一般財源 47,480

予算費目 一般会計 消防費 消防費 非常備消防費
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対象
消防団員 意図 安定的な消防団の組織運営を行う。

（対象をどのように
したいのか）

第２次
総合計画

基本目標 コ
ー

ド

項
目

安全・安心に包まれて人が心ゆたかに暮らすまち
第２次総合計画

重点目標 安全・安心に暮らすために
政　　策 消防・救急体制の充実

令和３年度事務事業評価シート（令和２年度決算）

事業コード 1810 作成者氏名 吉畠　慎一 連絡先 0833-74-5601

事務事業名 消防団管理運営事業 担当課 消防本部総務課

530 98.7% 充足率95％以上
全国の充足率89.8％
（令和２年度）

消防団員の確保

事務事業
の概要

・法律や条例に基づく公務災害補償及び消防団員の処遇に関する業務。
・消防団員の福利厚生及び教育研修等に関する業務。
・消防車両・装備及び消防団機庫等の適切な維持管理に係る業務。

元年度 ２年度 類似団体等
の実績値等実績 実績 目標 達成度

単位事務事業の成果指標

人 518

目標
５年度

523

業務の名称
（●＝行動計画対象業務）

活動指標・事業費（千円）
３年度目標

事業費 元年度決算 ２年度決算 ３年度予算

◆事務事業（予算事業）を構成する業務◆

番号

業
務
評
価

重
点
業
務

指標名 元年度実績 ２年度実績

事業費 18,534 18,683 18,867
Ａ1

支給人数 531

2
給付件数 4

530

3
Ａ

消防団報酬支払業務

消防団員福利厚生業務
事業費 1,590 1,590 1,590

事業費 5,348 11,130 3,427
21

Ａ

426
Ａ

事業費 5,447 2,854 5,404

3
支給人数 16

4
延べ出動人員 813

退職報償金支払業務

消防団員災害出動費用弁償支払業務

事業費 13,192 8,015 16,097
5 ●

延べ出動人員 2,191

6 ●

1,340
Ａ

Ａ

消防団員育成・教育業務

消防団装備等配備業務 ◎
事業費 1,589 1,388 2,050

○
事業費 323 316 373

Ａ

Ａ ○
事業費 1,516 6,142 6,533

7

8 ●

消防団機庫維持管理業務

消防団車両・装備維持管理業務

事業費 407 325 449
9

受診人数 37

10
出動人員 294

29
Ａ

―

消防団員健康管理業務

消防出初式運営業務
事業費 152 161

事業費
Ａ

―
事業費 77 103

11

12 ●
入校者数 9

消防団広報業務

消防団研修派遣業務

事業費 133 170 18213
被表彰者数 152

14
申請件数

134
Ａ

Ａ

消防団員表彰業務

災害補償・損害賠償業務
事業費 51 51 51

事業費 143 167 146
Ａ

67,080

　業務量（人工数）

127
消防団無線維持管理業務

60,145 62,471

職員人件費等

直接事業費の合計（千円）　Ａ

　人件費（千円）　Ｂ Ａ：達成済
　　目標水準プラス見直し

  国庫支出金
  県支出金 3,733

  地方債

19
利用台数 127

財源内訳
  その他 11,258

Ｂ：実施手法の要改善

Ｃ：目標水準マイナス見直し
　　実施手法の見直し

Ｄ：業務廃止・完了の意向

Ｅ：２年度を以て廃止・終了

―：一時的に実施無し

15 消防団員等公務災害補償に関する業務
公務災害件数

Ａ
事業費 1,187 1,187 1,187

16 消防団員退職報償金掛金業務
支給対象者数 16 21

Ａ
事業費 10,176 10,176 10,176

17 山口県消防協会負担金 Ａ
事業費 275 277 278

18 周南都市消防連絡協議会業務
会議開催数 1

―
事業費 5 6
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◆事務事業の評価◆

評価の視点 事務事業を実施した結果をそれぞれの視点で評価する。

事務事業の成果

成果指標を踏まえ、達成度や事業の効果を分析する。

　消防団員の確保については、自治会及び自主防災組織との防災訓練等、あらゆる機会を捉えて加入
促進を図るとともに、地元消防団員による働きかけを行った。その結果、５２３人の団員を確保でき
ており、目標はおおむね達成できた。
　今後は、現行の取組に併せて消防団ホームページのリニューアルなど消防団広報業務を効果的に展
開し、消防団員の安定的な確保を目指す。

「重点業務」欄で、最重点化、重点化する業務として選択した理由

事務事業の意図を達成するための業務の構成として適切かどうかを分析する。

　各種業務は、消防団の安定的な組織運営に必要なものであり業務構成は適切である。

実施主体の妥当性

事務事業に対する市の役割、関係団体等（企業、地域団体、ＮＰＯ等）の役割分担が適切かどうか分析する。

　消防団員の処遇及び公務災害補償に係る業務については、消防組織法及び条例等の定めにより市責
任のもとに実施すべきものである。また、資機材及び装備品の整備及び消防団員の教育研修等に係る
業務並びに福利厚生業務についても、消防団組織を運営するうえで必要不可欠なものであり市が事業
を実施することが妥当である。

　火災や自然災害など過酷な現場において消防団員が安全で効果的な消防団活動を実施できるよう、消防団の装備の基準（昭和６
３年消防庁告示第３号）に基づいた資機材及び装備品の充実強化を図る必要があるため。

事務事業執行責任者
（課長名）

中原　権司
最終評価責任者
（部長名）

赤星　公一

◇担当課における改善等の案◇（※以下、意思形成過程につき非公開）

業務構成の有効性
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